



















































































































































































水稲収穫高は，は北蒲原郡が 4万 2千石余りを10年間で 5万 7千石余りまで増やしてい





















































































六日町 五十澤村 城内村 大巻村 
1929 1.88 1.40 1.50 1.79 
1930 2.51 1.75 1.80 2.46 
1934 1.52 0.69 1.50 1.50 
1935 1.95 1.31 1.74 2.03 
1937 2.34 1.82 1.93 2.17 
1938 1.17 2.00 - 1.20 



























































































六日町 五十澤村 城内村 大巻村 
1929 548 440 613 373 
1930 608 446 596 390 
1934 574 440 615 396 
1935 523 470 599 377 
1937 538 470 606 400 
1938 492 420 572 470 









































































1929 1930 1934 1935 1937 1938 1939
六日町
城内村
大巻村
五十澤村
＊各年度『新潟県統計書』より
図６　繭価額の推移
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けが，この大きな収益にあったであろうことも容易に想像されるのである。戦時期は養
蚕業にとって大きな収益増をもたらしたのである。この点は，戦時体制と農家経済の関
係を検討する際に，今後，見落としてはならないポイントと言えるだろう。
まとめにかえて―九年凶作の位置づけと戦時農業経済への着目
　昭和恐慌期以後戦時体制に至る短い期間であり，また，主として米と繭を中心とした
指標のみであるが，山間の平場地帯の構造分析を行い，その地域の特性について検討を
加えてみた。山合いの地形は，平場地帯の広大な水田地帯を特徴とする新潟県にあって
は，幾分異なったイメージでとらえられるが，県内ではこの類型に属する地域もかなり
大きな割合を占め，そのこと自体が県の特徴とも言えるので，やはり地帯構造を踏まえ
た地域分析の，重要な対象であることは間違いない。そういった中でも六日町地域は，
主要街道に沿っていること，県境の谷の麓という交通上の，そして軍事上の要衝であっ
たこともあり，古来からの歴史を負ったこの地域の中核として機能し，そのため近代に
入っても，その位置は揺るがず，それが町の発展と産業の展開に結びついていった。郡
の中心として，行政機関をはじめ農会や産業組合の支部が置かれるなど町場としての発
展もその結果であった。
　周囲を山並みに囲まれながら，水量豊かな魚野川の貫流する地形により，多くの平場
地帯を有し，それが近代の土地改良や農業技術の進歩により，水田耕作を広く可能にす
る素地を作っていった。一方，山合いの地形が広がる周辺農村では，養蚕業が広く展開
し，折からの生糸需要の影響もあって，安定した産業基盤を形作っていった。養蚕業か
ら得られる収益は，水田からのそれに匹敵するほどの額に達し，農家経済の重要な一角
となっていた。しかし，ここでは触れられなかったが，例えば五十沢村は，戦前を通じ
て大量の出稼ぎ女工を送出した村としても知られ，そういった家計補充的農外労働を必
然とするような農家経済の有り様であったことも見逃せない。水田耕作に期待できず，
養蚕業からの収益にのみ頼らざるをえなかったこの地域の農家の実情がそこには浮き彫
りにされていたのである。
　こういった実情の六日町地域の，この時期の農業構造の特徴を整理してみると，山合
いの地域であったことを反映して，昭和恐慌の打撃を上回る形で九年凶作の被害が甚大
で，農家経営に与えた影響が大きかった。米と繭の生産量及び収益に関する何れの指標
をとってもそのことは明らかで，経営の立て直しは，全てでボトムとなった昭和 9年を
出発点に開始されることになり，それがこの地域の立ち直りを甚だしく遅らせる原因と
なっていたのである。
　生産構造としては，地域の平場地帯を多く含む村では水稲が，そして，山がちな村々
は養蚕がといった形で明確な棲み分けが為され，後者の占める割合が高かったところに，
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この地域のそもそもの特徴があったと言える。そして，魚野川流域の平場地帯の水稲生
産では，生産力水準は低位で不安定であり，高位生産力水準を誇る蒲原平野，頸城平野
諸郡と好対照をなしていた。そして，その特徴は，この時期に至っても克服されること
なく，大きなな進展を見ることなく戦前を推移したことが分かるのである。その水稲生
産に加え，広範に展開した養蚕業では，必ずしも生産量の大幅増は見込めなかったもの
の，生産規模を維持し，折からの繭価の高騰に乗って，多額の収益をあげ，農家経済の
拠り所となっていった。
　恐慌克服過程で襲来した九年凶作の打撃が深甚であったことは前述したが，とくにそ
れは恐慌の打撃を乗り越えようとしていた矢先の，追い打ちだっただけにより深刻で
あった。そのため，そこを基点に立て直しが始まるわけだが，その過程で37年以降の戦
時経済が果たした役割が非常に大きかったことも，一つの特徴として確認して良いので
はないだろうか。全県でみても，水稲価額は恐慌期に700万円台にまで落ち込み，九年凶
作で600万円台に低落するが，35年には一挙に900万円台まで回復し，以後は 1千万円台
をキープして推移するのである。南魚沼郡全体でも同様で，200万円近くから150万円台
まで落ち込んだ恐慌期の水稲総額は，凶作時も160万円台と低迷を続けるが，翌年一挙に
250万円台まで跳ね上がり，以後も300万円台，400万円台と上向を続けたのである。戦時
インフレの要素を考えねばならないとしても，このような価額の堅調は，六日町地域の
各村でも同様で，図 3でも明らかなように，34年をボトムにそれ以後はかなり顕著な右
肩上がりを示すのである。繭価額についても既にみたように，同様の傾向が看て取れ，
郡全体でもそうであるが，六日町地域でも同じく，35年からの一貫した回復基調と，38
年から39年にかけての急騰が農家経済にとっては大きな収益増であったことは明かであ
る。凶作時の価額が余りにも低額で，そこを基点に据えるために上向曲線が際立つのは
確かだが，それだけでは説明し切れない戦時に入ってからの米と繭の価額の上昇が，や
はり戦時期農業・農家経済の分析に当たっては，重要な要素であることが再確認できる
だろう。
　以上のように，府県統計書のデータが，米と繭に関しては，1930年以降，郡市レベル
から市町村レベルまで精細になることにより，地域分析の精度はどれくらい高まり，そ
のことによって地域特性の把握はどこまで可能か，六日町地域を素材に検討してきた。
そして，そのことは，全県をベースに 3類型分けした地帯構造論とどれだけリンクでき
るかの検証でもあった。その結果，六日町地域が，山間地，南魚沼郡の一画にありなが
ら，水量豊かな魚野川流域に広がった平場地帯を有し，水稲生産も手掛けられていたこ
とにより，主業養蚕地帯とは区分し切れない特徴を持っていたことが明らかとなった。
しかし，個々の農家経営にとっての養蚕業収入の比重は高く，とくに水稲の生産力水準
が低位であったことも影響して，米と繭の経営構造における位置は，六日町地域に関し
ては中間地帯的特徴を色濃くもっていたと言える。地主的土地所有制の展開過程，及び
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地主制そのものの在り方も，養蚕地帯と異なる様相を呈していたと思われるが，これに
ついてはさらに今後の検討課題としたい。この地域の場合，さらに正確な農家経営分析
のためには，その地主制の展開度に見合った小作料水準の検証と，この地域でとくに盛
んであった女工出稼ぎによる家計補充的労働からの収入の役割などを，分析対象に据え
る必要があるが，差し当たっての米と繭の基本データでも，それが町村ごとに得られる
ことで，村々の農家経済の基本的な特徴を把握することは可能であると言えるだろう。
そして，そういった分析をさらに積み上げて行くことで，農業の地帯構造論も郡市レベ
ルよりもより精細に展開していくことが出来ると考える。
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注
（ 1） 明治末～大正初期にかけて，県・郡・市町村では，「是」と称する将来計画を樹立する事
業が取り組まれた。それらの多くは，計画樹立の前提として，現状の実態把握を行うため
に基本調査を行い，それを「是」の巻頭に置くことを通例とした。そして，市町村是の場
合の多くは，その基本調査のデータとして村内各区（大字）のデータを収集することが多
く，それらが単年度及至数年間にわたって残っている場合が多く，市町村の実態把握のた
めに有用である。しかし，経年変化を調べることを目的としていないため，限られた時期
の実情のみという限界がある。
（ 2） 調査品目としては水稲と繭だけであるが，例えば水稲では，作付反別，収穫高，生産価額
などが，また，繭についても養蚕戸数，蚕掃立数量，収繭高，繭価額などの調査項目がた
てられており，それらについての市町村データが得られるようになった。ここで，後にデー
タとして掲げ検討の素材としているのは，対象地のそれらのデータである。
（ 3） ここで説明を加える新潟県の地帯構造については，明治末以降整備された府県統計書の郡市
レベルのデータで跡づけることができるのであるが，データそのものの数値が大きく煩雑にな
ることと，事例とした対象地の基礎データの提示に紙数を割くこととして，ここでは割愛した。
郡市を括りとした 3類型は，県内の諸々の調査や事例の検討の際に，通例広採用されている。
（ 4） 具体的な事例を一つだけ掲げておくと，たとえば便宜上中間地帯に含めた古志郡は，長岡市
に近い平場地帯の村々と，山古志村のように完全に山間に位置する村とが一郡に混在してし
まうことになる。平場地帯は水田耕作中心の高位生産力地帯に近く，山間の村は耕地の水田
化率そのものが低位の農業構造で，その隔たりは大きいものであった。郡をまとまりの単位
とするとこのような無理が生じてしまい，分析の精度に影響が出てしまうことは明らかであ
る。同じ中間地帯として分類した三島郡，刈羽郡についても，この点は古志郡と同様である。
（ 5） 西蒲原郡のこの間の経緯については『西蒲原郡土地改良史』に詳しい。
（ 6） ここでは，昭和恐慌期以降の六日町の実相を仔細に検証することが目的でなく，1930年以
降，市町村レベルのデータが掲載されるようになった府県統計書を用いて，地域実態がど
れほど検証できるか確認することを目指している。六日町地域に残存し，当時の状況を伝
える資史料，とりわけ勧業データなどを突き合せれば，当時の農業構造の特徴などはより
精細に明らかにできるが，ここでは前述のような意図から，敢えてそれらを用いず，何を
どこまで明らかにできるか検証することを試みることにする。
ひらが　あきひこ（日本近現代史）
